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規 則

北海道営住宅条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２１年３月１３日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第１３号

北海道営住宅条例施行規則の一部を改正する規則
北海道営住宅条例施行規則（平成９年北海道規則第４２号）の一部を次のように改正する。
別表第１の１の表道公営住宅の部札幌市の項中「５，６１３」を「５，５９８」に改め、同部�別市

の項中「２１９」を「１１２」に改め、同部深川市の項中「１１０」を「９４」に改め、同部紋別市の
項中「１２２」を「１０６」に改め、同部苫小牧市の項中「８３４」を「８２２」に改め、同部登別市の
項中「５０２」を「４３０」に改め、同部日高町の項を削り、同部幕別町の項中「３３４」を「３０４」
に改め、同別表の２の表駐車場の部�別市の項中「１５４」を「１１２」に改め、同部深川市の項
中「１１７」を「１０１」に改め、同部紋別市の項中「１２２」を「１０６」に改める。
別表第４�別市の部ひばり第２団地駐車場の項及び深川市の部緑町西団地駐車場の項を削
る。

附 則

この規則中別表第１の１の表道公営住宅の部札幌市の項及び苫小牧市の項の改正規定は平
成２１年３月３１日から、その他の改正規定は同年４月１日から施行する。

告 示

北海道告示第１６９号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する
協定の適用を受ける。
平成２１年３月１３日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 入札に付する事項
� 調達をする物品等の名称及び数量
ア ＰＰＣ用紙（Ａ４）１冊（５００枚／冊）当たりの単価
調達予定数量 １０７，０００冊

イ ＰＰＣ用紙（Ａ３）１冊（５００枚／冊）当たりの単価
調達予定数量 １，４４０冊

� 調達をする物品等の仕様等 入札説明書による。
� 契 約 期 間 平成２１年５月１日から平成２２年３月３１日まで
� 納 入 場 所 入札説明書による。
� 電子入札に関する事項 この入札は、原則として、入札書その他の書類の提出を電

子入札システムを利用して行うこと。ただし、電子入札シス
テムにより難い場合は、事前の申込みにより、紙の手続によ
る参加を認める。

２ 入札に参加する者に必要な資格
次のいずれにも該当すること。

� 平成２１年北海道告示第８号に規定する物品の購入の資格を有すること。

発行 北 海 道
編集 総務部人事局
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� 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
３ 契約条項を示す場所
北海道総務部行政改革局総務業務センター

４ 入 札 執 行 日 時 等
� 入 札 開 始 日 時 平成２１年４月２０日（月）午前９時
� 入札書提出締切日時 平成２１年４月２２日（水）午後３時

ただし、紙により提出する場合で、持参によるときは、次の
開札場所に開札予定日時に提出すること。送付によるときは、
郵便番号０６０－８５８８ 札幌市中央区北３条西７丁目 北海道総
務部行政改革局総務業務センターに平成２１年４月２１日（火）ま
で必着とする。

� 開 札 場 所 北海道総務部行政改革局総務業務センター
� 開 札 日 時 平成２１年４月２３日（木）午後３時
５ 入 札 保 証 金
平成１６年北海道告示第４４８号の１の�による。

６ 入札説明書の交付に関する事項
� 交 付 場 所 電子入札システム上及び北海道総務部行政改革局総務業務セ

ンター
� 交 付 方 法 �の場所で交付する。

なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入る
返信用封筒（あて先を明記したもの）及び重量１００グラムに見
合う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、
契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。
また、北海道総務部行政改革局総務業務センターのホーム
ペ ー ジ（http : //www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/sgc/bpk/contents/bdt.

htm）においてダウンロードすることができる。
７ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
落札者の決定方法は次によることとし、契約書の作成は要する。
北海道財務規則（昭和４５年北海道規則第３０号）第１５１条第１項の規定により定めた予定
価格（単価）の制限の範囲内で各品名について、それぞれ最低の価格（単価）をもって入
札（有効な入札に限る）した者を落札者とする。
８ 入札参加申請書の提出
� 提 出 の 時 期 電子による場合は、平成２１年３月１３日から４月１０日までのう

ち、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８
号）に規定する休日を除き、毎日の午前８時から午後１１時まで。

ただし、同年３月１３日は午前９時から、４月１０日は午後５時ま
で。
紙による持参の場合は、平成２１年３月１３日から４月１０日まで
のうち、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律に規定す
る休日を除き、毎日の午前９時から午後５時まで。ただし、同
年４月１０日は午後３時まで。
紙による送付の場合は、郵便番号０６０－８５８８ 札幌市中央区
北３条西７丁目 北海道総務部行政改革局総務業務センターに
平成２１年４月９日必着とする。

� 提 出 場 所 電子入札システム上及び総務部行政改革局総務業務センター
９ そ の 他
平成１６年北海道告示第４４８号の４の�、�、�から�まで及び
から�までによるほか、
次による。
� １冊５００枚未満の数量のときは、１冊５００枚に換算して入札すること。
� １の�のア又はイそれぞれのみの入札、ア及びイ両方の入札が認められている。
� 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
ア 名 称 北海道総務部行政改革局総務業務センター
イ 所 在 地 郵便番号０６０－８５８８ 札幌市中央区北３条西７丁目

電話番号０１１－２０４－５０７６
１０ Summary

Ａ．Nature and quantity of the products to be procured :

ａ．Plain paper (recycled-paper) A4 (210mm×297mm) approximately 53,500,000 sheets of

paper

ｂ．Plain paper (recycled-paper) A3 (297mm×420mm) approximately 720,000 sheets of

paper

Ｂ．Bid tendering date and time : 3 : 00 P.M., April 22, 2009

(Mailed bids must arrive no later than April 21, 2009.)

Ｃ．Contact : General Service Administration Center, Bureau of Administrative and Financial

Reform, Department of General Affairs, Hokkaido Government, Nishi 7-Chome, Kita 3-jo,

Chuo-ku, Sapporo, Hokkaido 060-8588 Japan

Phone : 011-204-5076

北海道告示第１７０号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２１年３月１３日
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北海道知事 高 橋 はるみ
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
パーソナルコンピュータの賃貸借 一式 １１台 （１台１月当たりの単価）

２ 落札を決定した日
平成２１年２月２６日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 北海道日興通信株式会社
� 住 所 札幌市中央区大通東７丁目１２番３３
４ 落札金額
２，３６２円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２１年１月１６日付け北海道告示第３０号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道総務部行政改革局総務業務センター
� 所在地 札幌市中央区北３条西７丁目

北海道告示第１７１号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、道営土地改良（西長沼
第３地区農地集積加速化基盤整備（区画整理、農業用用排水施設、農業用道路、暗きょ排
水））事業の土地改良事業計画を定めた。
その関係書類は、北海道空知支庁に備え置いて、平成２１年３月１７日から２０日間、一般の縦
覧に供する。
なお、この計画については、同条第６項の規定に基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起
算して１５日以内に北海道知事に異議申立てをすることができる。
また、同条第７項の規定による決定に不服がある者は、同条第１０項の規定に基づき、北海
道を被告として、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に当該決定の取
消しの訴えを提起することができる。
平成２１年３月１３日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第１７２号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定により、次の地区について
道営土地改良事業の土地改良事業変更計画を定めた。

その関係書類は、平成２１年３月１７日から２０日間、一般の縦覧に供する。
なお、この変更計画については、同条第６項において準用する同法第８７条第６項の規定に
基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起算して１５日以内に北海道知事に異議申立てをするこ
とができる。
また、同法第８７条の３第６項において準用する同法第８７条第７項の規定による決定に不服
がある者は、同法第８７条の３第６項において準用する同法第８７条第１０項の規定に基づき、北
海道を被告として、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に当該決定の
取消しの訴えを提起することができる。
平成２１年３月１３日

北海道知事 高 橋 はるみ
地区名 事 業 の 種 類 縦 覧 場 所
美 川 畑地帯総合整備［担い手育成型］（農業用用排水施設、農業用道路、暗きょ排水、土層改良） 北海道十勝支庁
摩周湖 草地整備［担い手中核型］（農業用道路、区画整理） 北海道釧路支庁

北海道告示第１７３号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する予定である。
平成２１年３月１３日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林予定森林の所在場所 稚内市大字宗谷村字宗谷１８６
２ 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
３ 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐に係る立木の伐採を禁止する。
イ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を北海道宗谷支庁産業振興部林務課及び稚内
市役所に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第１７４号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
平成２１年３月１３日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除予定保安林の所在場所 河東郡士幌町字上音更２７１・２７２（以上２筆について次
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の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 風害の防備

３ 解 除 の 理 由 道路用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を北海道十勝支庁産業振興部林務課及び士幌町役場に

備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第１７５号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定を解除する予定である旨、森林法（昭和２６年

法律第２４９号）第２９条の規定による通知があった。

平成２１年３月１３日

北海道知事 高 橋 はるみ

１ 解除予定保安林の所在場所 �別市（国有林。次の図に示す部分に限る。）
２ 保安林として指定された目的 水源のかん養

３ 解 除 の 理 由 鉱業用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を北海道水産林務部林務局治山課及び�別市役所に備
え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第１７６号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変

更し、同条第２項の規定により平成２１年３月１６日に道路の供用を開始する。

その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び北海道釧路土木現業所に備え置いて、告

示の日から２週間、一般の縦覧に供する。

平成２１年３月１３日

北海道知事 高 橋 はるみ

１ 道路の種類 道道

２ 路 線 名 釧路西港線

３ 道路の区域

区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間
釧路市星が浦南２丁目２番１０地先から
釧路市星が浦南５丁目２番１地先まで 前 ２２．２５�から

４３．６０�まで １，０８２．００� ――

後 ２９．００�から
４４．８５�まで １，０８０．８０� ――

北海道告示第１７７号

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３条第１項の規

定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区域に指定する。
その関係図面は、北海道建設部土木局砂防災害課及び北海道函館土木現業所に備え置いて
縦覧に供する。
平成２１年３月１３日

北海道知事 高 橋 はるみ
今金今金３地区急傾斜地崩壊危険区域
次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１３号までを順次結んだ線及び標柱１号と
標柱１３号を結んだ線によって囲まれた区域
郡 町 字 地 番 標柱番号
瀬棚郡 今金町 今金 ６０４番１ １
同 同 同 同 ２
同 同 同 同 ３
同 同 同 ６０３番 ４
同 同 同 同 ５
同 同 同 ５４番２ ６
同 同 同 ６０４番１７ ７
同 同 同 同 ８
同 同 同 ６０４番１ ９
同 同 同 ６０４番２２ １０
同 同 同 同 １１
同 同 同 ６０４番１９ １２
同 同 同 ６０４番２１ １３

北海道告示第１７８号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定により、次のとおり都市計画事
業の事業計画の変更を認可した。
平成２１年３月１３日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 施行者の名称 札幌市
� 都市計画事業の
種類及び名称

札幌圏都市計画道路事業（３・２・１０号環状通）

� 事業施行期間 平成１５年２月２１日から平成２２年３月３１日まで
� 事 業 地
収 用 の 部 分 変更なし

２� 施行者の名称 札幌市
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� 都市計画事業の
種類及び名称

札幌圏都市計画道路事業（３・５・２１号鉄工団地通）

� 事業施行期間 平成１４年１１月８日から平成２４年３月３１日まで
� 事 業 地
収 用 の 部 分 変更なし

３� 施行者の名称 札幌市
� 都市計画事業の
種類及び名称

札幌圏都市計画道路事業（３・３・２２号北１条・宮の沢通）

� 事業施行期間 平成８年５月１７日から平成２３年３月３１日まで
� 事 業 地
収 用 の 部 分 変更なし

４� 施行者の名称 札幌市
� 都市計画事業の
種類及び名称

札幌圏都市計画道路事業（３・４・７６号水源池通）

� 事業施行期間 平成１３年７月６日から平成２２年３月３１日まで
� 事 業 地
収 用 の 部 分 変更なし

５� 施行者の名称 札幌市
� 都市計画事業の
種類及び名称

札幌圏都市計画道路事業（３・４・１９２号雁穂めぐみ通）

� 事業施行期間 平成１３年４月１３日から平成２４年３月３１日まで
� 事 業 地
収 用 の 部 分 変更なし

６� 施行者の名称 札幌市
� 都市計画事業の
種類及び名称

札幌圏都市計画道路事業（７・５・３５号菊水上町中央通）

� 事業施行期間 平成１４年５月２１日から平成２３年３月３１日まで
� 事 業 地
収 用 の 部 分 変更なし

７� 施行者の名称 釧路市
� 都市計画事業の
種類及び名称

釧路圏都市計画道路事業（３・２・１０号星が浦西通）

� 事業施行期間 平成１６年１２月７日から平成２２年３月３１日まで
� 事 業 地
収 用 の 部 分 変更なし

公 表

水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１４条第１項の規定により、二級河川福島川水系福島川
に係る浸水想定区域を指定したので、同条第３項の規定により当該区域及び浸水した場合に
想定される水深を公表する。
これらを表示した図面は、北海道建設部土木局河川課並びに北海道函館土木現業所事業部
治水課及び知内事業所に備え置いて閲覧に供する。
平成２１年３月１３日

北海道知事 高 橋 はるみ

支 庁 告 示

北海道胆振支庁告示第３７号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２１年３月１３日

北海道胆振支庁長 大 杉 定 通
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
� 複写機等の賃貸借契約その１
デジタル複写機等の賃貸借 １台 １月当たりの単価及び１枚当たりの単価

� 複写機等の賃貸借契約その２
デジタルカラー複写機等の賃貸借 １台 １月当たりの単価及び１枚当たりの単価

� 複写機等の賃貸借契約その３
デジタル複写機等の賃貸借 １台 １月当たりの単価及び１枚当たりの単価

� 複写機等の賃貸借契約その４
デジタルカラー複写機等の賃貸借 １台 １月当たりの単価及び１枚当たりの単価

� 複写機等の賃貸借契約その５
デジタル複写機等の賃貸借 １台 １月当たりの単価及び１枚当たりの単価

� 複写機等の賃貸借契約その６
デジタル複写機等の賃貸借 １台 １月当たりの単価及び１枚当たりの単価

� 複写機等の賃貸借契約その７
デジタルカラー複写機等の賃貸借 １台 １月当たりの単価及び１枚当たりの単価

� 複写機等の賃貸借契約その８
デジタル複写機等の賃貸借 １台 １月当たりの単価及び１枚当たりの単価

� 複写機等の賃貸借契約その９
デジタルカラー複写機等の賃貸借 １台 １月当たりの単価及び１枚当たりの単価
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２ 落札を決定した日
平成２１年３月３日

３ 落札者の氏名及び住所
� 複写機等の賃貸借契約その１
ア 氏 名 サニー事務器株式会社
イ 住 所 苫小牧市北光町４丁目３番８号

� 複写機等の賃貸借契約その２
ア 氏 名 総合事務機株式会社
イ 住 所 室蘭市東町２丁目２３番１１号

� 複写機等の賃貸借契約その３
ア 氏 名 有限会社在田商店
イ 住 所 日高郡新ひだか町静内御幸町２丁目１番１９号

� 複写機等の賃貸借契約その４
ア 氏 名 有限会社在田商店
イ 住 所 日高郡新ひだか町静内御幸町２丁目１番１９号

� 複写機等の賃貸借契約その５
ア 氏 名 株式会社道南事務機器
イ 住 所 室蘭市本町１丁目５番７号

� 複写機等の賃貸借契約その６
ア 氏 名 有限会社在田商店
イ 住 所 日高郡新ひだか町静内御幸町２丁目１番１９号

� 複写機等の賃貸借契約その７
ア 氏 名 有限会社在田商店
イ 住 所 日高郡新ひだか町静内御幸町２丁目１番１９号

� 複写機等の賃貸借契約その８
ア 氏 名 株式会社阿部文具
イ 住 所 苫小牧市双葉町２丁目１番１９号

� 複写機等の賃貸借契約その９
ア 氏 名 株式会社阿部文具
イ 住 所 苫小牧市双葉町２丁目１番１９号

４ 落札金額
� 複写機等の賃貸借契約その１
基本料金 １月当たり 一式 １００円
複写料金
５，０００枚まで １枚当たり ２．８７円

５，００１枚以上 １枚当たり ２．８７円
� 複写機等の賃貸借契約その２
基本料金 １月当たり 一式 １００円
複写料金
フルカラー
１，０００枚まで １枚当たり ９．５０円
１，００１枚以上 １枚当たり ９．５０円
モノクロ １枚当たり ２．００円

� 複写機等の賃貸借契約その３
基本料金 １月当たり 一式 ２０円
複写料金
５，０００枚まで １枚当たり ２．７３円
５，００１枚以上 １枚当たり ２．７３円

� 複写機等の賃貸借契約その４
基本料金 １月当たり 一式 ２０円
複写料金
フルカラー
１，０００枚まで １枚当たり ９．９５円
１，００１枚以上 １枚当たり ９．９５円
モノクロ １枚当たり ３．００円

� 複写機等の賃貸借契約その５
基本料金 １月当たり 一式 １００円
複写料金
５，０００枚まで １枚当たり ３．２０円
５，００１枚以上 １枚当たり ３．２０円

� 複写機等の賃貸借契約その６
基本料金 １月当たり 一式 ２０円
複写料金
５，０００枚まで １枚当たり ２．８３円
５，００１枚以上 １枚当たり ２．８３円

� 複写機等の賃貸借契約その７
基本料金 １月当たり 一式 ２０円
複写料金
フルカラー
１，０００枚まで １枚当たり ９．８５円
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１，００１枚以上 １枚当たり ９．８５円
モノクロ １枚当たり ３．００円

� 複写機等の賃貸借契約その８
基本料金 １月当たり 一式 ６，８００円
複写料金
１，０００枚以上 １枚当たり ４．８５円
１，００１枚以上 １枚当たり ４．８５円

� 複写機等の賃貸借契約その９
基本料金 １月当たり 一式 １００円
複写料金
フルカラー １枚当たり １７．５０円
モノクロ １枚当たり ４．００円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２１年１月２０日付け北海道胆振支庁告示第２号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道室蘭土木現業所企画総務部総務課
� 所在地 室蘭市幸町９番１１号

道 監 査 委 員 告 示

北海道監査委員告示第１号

北海道監査委員事務局の組織及び運営に関する規程の一部を改正する規程を次のように定
める。
平成２１年３月１３日

北海道監査委員 段 坂 繁 美
北海道監査委員 工 藤 敏 郎
北海道監査委員 見 野 全
北海道監査委員 坂 本 人 士

北海道監査委員事務局の組織及び運営に関する規程の一部を改正する規程
北海道監査委員事務局の組織及び運営に関する規程（平成８年北海道監査委員告示第１
号）の一部を次のように改正する。
第３条第２項総括監査課の事項第１０号中「監査」を「監査の総括」に改め、同事項第１１号
中「審査のうち公営企業会計及び財政的援助団体に係るもの」を「審査の総括」に改め、同

項の監査第一課の事項第３号、同項の監査第二課の事項第２号、同項の監査第三課の事項第
５号及び同項の監査第四課の事項第３号中「行政監査、決算審査」を「行政監査、財政的援
助団体等の監査、決算審査」に改め、同項の監査第四課の事項中第２号を削り、第３号を第
２号とする。
第５条第１項の表課の部課長の項の次に次のように加える。

監 査 参 事 上司の命を受け、当該組織の主管に属する特定の事務に従事する
とともに、関係事務を整理する。

第９条の見出し中「課長」を「課長等」に改め、同条第１項の次に次の１項を加える。
２ 監査参事は、課長が専決することができる事項（当該監査参事の主管に属する事務に係
るものに限る。）のうち、あらかじめ課長の指定するものを専決することができる。
別表第１の局長専決事項第１項中「課長」を「課長（相当職を含む。以下同じ。）」に改
める。

附 則

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。
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毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額３，０９０円） 発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社
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